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１．はじめに 

 環境政策や経済政策を評価するには、その政策がもたらすであろう世代間ウェルフェア

の改善を反実仮想と比較する必要がある。世代間ウェルフェアをそれに影響する資本スト

ックの関数であると仮定すると、資本変化の価値がプラスかどうかが（弱い）持続可能性

の指標となる。そのため政策評価は、その政策が引き起こす各資本の変化を計上すること

でも行える。  

ところが森林や保護区など国別自然資本の価値は、それがもたらす生態系サービスの割

引現在価値として計算され、グローバルな希少性は反映されていない。たとえばエコロジ

カルフットプリントを現状の1.7から2030年までに1にするには、自然資本の利用効率を

3.5%の実績から10%までに高める必要があり（Dasgupta, 2021）、30 by 30 やネイチャーポ

ジティブなどの動きも具体化しつつある。そのため、各国の自然資本は改善しているが地

球全体ではエコロジカルフットプリントが悪化するということが起こりうる。そこで本稿

では、グローバル自然資本の利用効率改善への貢献を、ウェルフェアの変化と整合的に各

国の持続可能性指標に導入することを試みる。具体的には、グローバル自然資本の利用効

率性（α効率性と呼ぶ）を各国の知識資本の関数と見なし（Dasgupta, 2021）、その変化の

価値を計算する。 

 

２．分析方法 

世代間ウェルフェアの改善としての持続可能性指標は、資本変化の価値に、知識資本の変

化の価値を加えることで構築できる。知識資本の変化の価値は、貨幣単位で  

 

すなわち、当該期に蓄積した知識資本の価値は、知識資本と一対一対応である、資源利用

のα効率性の価値に書き換えることができる。α効率性の変化率のシャドープライスが積

分記号の中身であり、知識が活用されることで軽減される将来のエコロジカルフットプリ

ントの価値とα効率性の変化率の積の割引現在価値となっている。  
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３．分析結果 

 

 

本稿で用いたデータは、Table 1に示した通り、エコロジカルフットプリント（需要と供

給）、自然資本、人口、GDP 等である。  

過去20年で、一部の産油国を除き、自然資本利用のα効率性の改善は人工資本や人的資

本と比肩しうるほどの変化率であった（Figure 2）。ケニア、ナイジェリア、サウジアラビ

ア、ベネズエラ、南アフリカではα効率性は悪化した。ところがα効率性の改善の価値は、

自然資本などの劣化を上回るほどではなく、極めて小規模なものだった（Figure 3）。 

 

４．結論 

各国の持続可能性指標に、グローバルな持続可能性が反映されていない状況の改善を試

みた。本稿で検討した枠組みは、自然資本をはじめとする各資本とは別に、それらがどう

使われているかという効率性を反映させる方法でもある。今後、エネルギー効率の改善や、

社会全体の資本効率の改善を計上することにも活用することも考えられる。 
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